


のための体制確保に係る医療法上の臨時的な取扱いについて」（その２）（令和

３年２月１日付け厚生労働省医政局総務課事務連絡）の記２及び「新型コロナ

ウイルス感染症に係るワクチンの迅速な接種のための体制確保に係る医療法

上の臨時的な取扱いについて」（その４）（令和３年６月 14 日付け厚生労働省

医政局総務課事務連絡）の記１において、一定の要件の下で、医療法第７条第

１項又は第８条の規定に基づく診療所の開設に係る許可の申請又は届出につ

いて適切な時期に事後的に行うこととして差し支えないこととお示ししたと

ころである。 

当該事務連絡に基づき開設される診療所については、当該診療所において開

設に係る許可の申請又は届出がなされていない場合であっても、ワクチン接種

契約受付システムを用いて発行された委任状の写しが当該診療所から確認さ

れた際には、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律（昭和 35 年法律第 145 号。以下「薬機法」という。）第 25 条第３号の診

療所に該当するものとして、薬機法第 34 条第１項の規定に基づく卸売販売業

の許可を受けた者は、当該診療所に対し、コロナワクチンの接種に必要な医薬

品を販売して差し支えない。 

なお、この取扱いは、コロナワクチンの接種の際に使用が想定される医薬品

（コロナワクチンの接種に係る救急処置用品として使用が想定されるものを

含む。）に限って認められるものである点に、御留意いただきたい。 

 

 

 

以上 


